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＜論文の内容の要旨＞ 
論文の構成は以下である。序章、第１章「人工腎臓の歴史と現況」、第２章「希少な人工
腎臓と選択される患者たち」、第３章「患者会の成立――医療を享受するために」、第４章
「公費獲得までの道程」、第５章「人工腎臓をめぐる分配①――1970 年代の医療供給のス
キーム」、第６章「人工腎臓をめぐる分配②――医療供給のコントロール」、第７章「患者
の負担と腎移植の限界」、第８章「人工腎臓と選択される／する「生」」、終章となる。 
 本論文では、人工腎臓で生存する患者たちが、現在まで直面してきた実情を明らかにし、
患者たちが今なお制度に対峙し続けざるを得ない状況を形成する要因が検証される。 
そのために、（1）1972 年に透析患者に対して適用された公費負担獲得の経緯の詳細、制
度が創出された要因、（2）患者のために講じられた制度はいかにして維持されてきたのか、
（3）腎移植に対する患者たちの動向、（4）透析の非導入・中止についての日本での議論の
４点に着目し論じた。 
 (1)人工透析利用の費用が高く、その費用を自己負担せねばならない中で、利用できず、
多くの人が透析を受ければ生きられるのに生きられない状況を変えようとした動きについ
て、患者の証言や患者会の機関誌、当時の新聞報道、国会での質疑の記録などをもとに、
制度適用の経緯を明らかにした。患者たちは、皆保険制度に包含されているにもかかわら
ず、費用負担や台数不足から生じる患者選択に直面した。この問題を回避するために患者
たちが集結し全国腎臓病協議会を結成する過程と公費獲得（身体障害者福祉法による更生
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医療の適用）までの患者運動の展開を、第１章から第４章にかけて記述した。 
 (2)患者たちは公費負担によって誰でも透析を受けることができるようになる。このこと
は皆保険制度のみでは医療供給が十分でなかったことを意味する。日本では 1961 年に皆保
険制度が整備されたが、この制度のみでは医療供給は十分でないことが顕在化しはじめて
おり、透析患者のみならずすでに高齢者に対する医療費無料化や難病対策などが講じられ
始めていた。これらの施策によって医療供給は充足されていくが、同時に医療費用を担う
保険者側は負担する費用の増大を懸念し、医療費用の抑制を行なう。透析医療も診療報酬
が漸減されていった。第５章・第６章ではその変遷を明らかにした。ここでの問題は診療
報酬の漸減そのものではなく、診療報酬に患者や医療機関のニードが反映されていないこ
とであった。 
 (3)患者たちは免疫抑制剤の開発によって死体腎移植への期待を高め、キャンペーンなど
積極的に活動を進める。しかし、死体腎移植は容易に普及しないこと、また医療費抑制政
策による患者たちの費用負担の懸念等から、患者たちの活動の力点は人工透析へと移行し
ていった。第７章ではその過程を追った。 
 (4)透析の非導入・中止は、すなわち人工腎臓という手段を使って生きるか否かという選
択の問題である。欧米ではすでに政策的な「線引き」は容認されはじめており、日本でも
患者の高齢化に伴ってこのことが学会等でも語られるようになってきている。第８章では
欧米の議論を整理し日本の実情を明らかにした。欧米や日本の議論からは、「自己決定」や
「QOL」という言説でもって透析の非導入・中止を許容する主張が大きくなりつつある。患
者たちは 1970 年代に獲得され維持されてきた制度の行方に不安を抱いている。その今後の
ためにも、歴史を確認しておくことの意義を終章で確認した。 
 
＜論文審査の結果の要旨＞ 
 多くの人が人工透析を受けて暮らしている。数十万人という単位だから、その生活はい
くらかは知られており、本人であれば、また直接に関係している人なら、その費用が公費
負担によってまかなわれていることも知っている。しかしながら、1972 年までは高額の自
己負担が求められ、その費用を支払えず多くの人が亡くなっていった。それが公費負担に
どのように変わっていったのか、そこには全国腎臓病協議会（全腎協）の結成とその活動、
『読売新聞』（大阪本社）によるキャンペーンなどが関わり、国会での質疑もなされた。し
かし、それらについて、申請者が直接インタビューした全腎協の現役の役員たちも具体的
なことは知らないといった状況にある。そしてそれは世界的には普通のことでない。「先進
国」においても、（公費負担の場合の）透析開始年齢に制限が設けられている国がある。そ
して日本でも、制度が変わって 40 年が過ぎたのだが、現在、高齢者に対する透析の不開始
が論じられたりもするようになっている。だからそれは現在に関わる出来事である。 
 本論文の全体は、新聞・機関紙・書籍、そして関係者へのインタビュー等複数の情報源
から得た情報を駆使し、詳しく、そしておおむねたんたんと事実を追ったものになってい
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るが、人工透析を行うクリニックで長く看護師として働いてきた申請者は、その今後につ
いてそう楽観的ではない。その現場でいくらかずつ状況が厳しくなっていることも感じて
いる。そうした懸念・不安があって、この論文のための調査研究を行なってきた。それは
具体的には宮崎で起こった精神障害者に対する人工透析の拒否事件他を取り上げた第８章
に現われてもいる。 
 腎臓病については、人工透析（人工腎臓）の他に（死体腎・生体腎の）腎移植という策
もあり、上記した全腎協も腎移殖に期待し、キャンペーンを行い、積極的に推進してきた。
その基本的な姿勢は現在も変わらない。ただ、結局、移殖数はさほど増えない中で、当初
の熱意が逓減していくその過程もまた本論文では記述されている。そのことをどう解釈す
るか。この部分については申請者自身は事実の推移を正確に記すにとどめている。しかし、
移殖推進の言説は（生体腎の売買等を批判する言説とともに）多くあった。それを記述の
対象としてその推移を記した文献はこれまでなかった。今後議論が必要な部分があるとし
て、そのために不可欠な情報を、本論文は初めて提供している。当然に起こるだろうこと
(「臓器不足」)がただ起こったということではあるだろう。しかしただそうであったとし
ても、それもまたいったんは記されるべきことではあった。臓器移殖についてなにか議論
したいのであれば、ここに書かれていることをまず読んで知るべきだろう。 
これらの出来事・過程を記述した書籍・論文は本論文以前にまったく皆無であった。本
論文はその欠落を埋めるものとしてあり、書籍として公刊され、今後基本文献として参照
されるものになる。そうあるためには、その調査は行き届いたものであり、記述は正確な
ものでなければならならない。その観点からみたときにも、本論文は博士学位論文として
十分な水準に達している。この点について審査委員会の見解は一致した。 
 
＜試験または学力確認の結果の要旨＞ 
本論文の審査に関しては、６月４日（月）、創思館 302、14:00～15:30 に口頭試問、７
月２日（月）、創思館カンファレンスルーム、14:00～15:00 に公聴会を開催した。各審査
委員および公聴会参加者より質問がなされたが、いずれの質問に対しても、申請者の回
答は適切なものであった。この技術の提供・利用を巡る「経済」についてさらに立ち入
った記述があればさらに優れた論文になったことだろうことが指摘されたが、申請者は
そのことを十分に承知し、調査しようとしたが今回書きえた以上のことを知ることはで
きなかったことを述べた。入手可能な資料・文献にすべてあたった上での回答であった。
今後そうした部分が補われることが期待されるけれども、それは本論文の意義を減ずる
ものではない。 
申請者は、本学学位規程第 18 条第 1項該当者である。先端総合学術研究科は、査読付
き学術雑誌掲載論文相当の公刊された論文を 3 本以上もつことを学位請求論文の受理条
件としている。受理審査委員会の審査により、本論文はその条件を満たすことが確認さ
れた。これまでになされたことのない作業がここに集成された本論文は、博士論文の水
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準に十分に達している。口頭試問と公聴会での報告および質疑に対する応答からも、博
士学位にふさわしい学力を備えていることが確認された。 
以上、論文審査・口頭試問、公聴会での結果を踏まえ、本論文が博士の学位に値するこ
とについて意見は一致した。本審査委員会は、本学位申請者に対し、本学学位規程第 18
条第 1 項にもとづき、「博士（学術 立命館大学）」の学位を授与することが適当と判断し
た。 
